【司法試験（予備試験論文）直前にこれだけは確認したい！】
弁護士　松田　昌明
　論文式共通
1 問題文を注意深く読んで、「○○を踏まえて」などあれば、対応する項目を立てて、問いに答える
2 問題文をしっかり読んで出題の趣旨がどこにあるかを読み取る意識→試験委員が求めていることに応える（試験委員と対話するイメージ）
3 指定された立場（原告や被告の代理人）にたって考える場合は、その立場から妥当な結論になるように意識的にしなければならない
→裁判官的に書かないように、原告の立場で請求や主張を考えるなら１つは認められるようにする
4 出題形式が変わっていても、大丈夫！皆あせるから、焦らなければ自分にはチャンス
5 時間配分に注意しつつ、答案構成をしっかり。その段階で答案の良し悪し、合否は決まる！
6 条文を絶対におろそかにしない。　事案に条文を適用できるかどうかを試す試験である！
7 条文の文言は「　　　」で引用すること
8 規範をたてる時はできれば一言でも理由付け、特に必要性より許容性の指摘が大切
9 「判例の射程」の検討が求められている場合→まずは判例を丁寧によみ、付随的審査性のもとの事例判断であることを前提に、そこから読み取れる理論と理由付けを解釈、次に本事案との共通点と相違点を整理し、共通点から理由付けも当てはまるので射程が及ぶとするかor相違点から理由付けが当てはまらないから射程は及ばないとするか、どちらかで論じる
10 丁寧で論理的な説明をする、自分がわかりにくい文章なら人が読んだら全くわからない
11 特に民訴など、妥当な回答や一つの正解が決まっていそうな問題では、それを外さないように意識　問題の方向性にのっかる
12 終わったことはすべて忘れる！　絶対に引きずらない！１つのミスでは落ちない。それを引きずってミスを積み重ねないことが大切。
　選択科目
13 みんな、絶対に勉強不足。基本的な部分で差がつく
14 まずは論点までの条文の適用、条文を逐一挙げながら正確かつ確実に
15 選択だけで合否は決まらない！良くも悪くも引きずらない
公法系　憲法
16 個別法のどの部分について、憲法の第何条が問題となっているかを正確に把握して条文を指摘　
17 まずは制約される側の立場に立ってどんな文句が言えるか、自然な言い分を考えた上で、それを憲法の条文にのっけてどう主張すればいいかを考える
18 どんな自由かという人権はもちろん、統治も要考慮（条文を確認）、特に地方自治絡み
19 憲法上の主張はいくつか考えられるだろうが、実際の裁判でより効果的な主張から優先して検討する！ 
20 まずはどんな人権が制約されているか　→　その人権はいかに重要か（逆に価値を下げる理由はあるか）→　制約を正当化するような反対利益は何か（憲法上の人権or憲法上の利益orそれ以外）→　制約基準を緩めるべき理論的根拠があるか　→　違憲審査基準は何か？　→　反対利益を考慮しつつ当てはめる　法的三段論法を崩さないように注意
21 事実認定の問題ではなく、求められているのは法令を活用した上での意見
22 法令違憲と適用違憲・処分違憲をごっちゃに論じないように要注意！
　
公法系　行政法
23 原告の立場にたって、どのような訴訟類型が、その希望に沿うものかを考える
24 行政訴訟としては、あくまで取消訴訟が原則であることに注意
25 義務付けや差止は有効的で一見魅力的だが、勝てる見込みは小さいため、代理人の立場なら冷静に勝訴のためのベストな選択をする必要あり
26 訴訟類型を考える際には、行政庁のどの行為や処分を対象としているのかを明示する（根拠条文も意識）
27 その行政行為や処分の根拠条文を見て、発動要件は何か？それによって国民に与える効果はどんなものか？を読解する（ここがポイント）
28 設問によるが、実効性の観点からせいぜい主位的請求・予備的請求で勝負する
29 その際、必ず行訴法の条文（2条など）を確認して指摘
30 訴訟類型が決まったら、訴訟要件を各訴訟の根拠条文を一読して確認
31 処分性・原告適格・訴えの利益・審査前置主義など、（仮）義務付け・（仮）差し止めは条文に沿って要件検討
32 本案上の主張としては、まず実体法上の主張として法令解釈の誤り・事実誤認・委任立法の範囲の逸脱・裁量の逸脱濫用・平等原則違反・比例原則違反・信義則違反・他事考慮などを論述できるように
33 手続き上の主張としては、行手法・行手条例および個別法からどのような手続きが必要かを認定した上で、その違反が取消事由になるかも認定：必要な手続き＋手続き違反＋取消し事由該当性
34 本案上の主張でも訴訟要件でも、その主張をするときは、必ず個別法の条文、その制度趣旨や趣旨・目的の解釈から具体的に論述していくと周りと差がつく
 民事系　会社法
35 まず、会社の類型（公開・非公開）・機関設計・関係性・登場人物・株式保有数などを正確に把握
36 親子会社が登場したときは、特に利害関係に注意（利益相反の可能性）
37 ただ、当該会社自体にとっては一見不利益に見えても、一体として考えれば企業価値を高めるものとして妥当性を認めうることもある
38 手続き的な問題では、当該場面で株主にどのような権利が認められるかを条文に沿って考える
39 責任追及の問題では、利益供与（120）・違法配当（463）・任務懈怠（423）・第三者への責任（429）・350条・不法行為（709）・法人格否認の法理などを検討
40 条文に沿って過失責任か否か・推定規定があるかを踏まえ、各要件をみたすかを具体的に検討していく
41 訴訟の問題でも、まずは条文で訴訟要件を確認した上で、無効事由（明文なし）・取消事由を検討
42 基本的視点として重要なのは４者＝会社・役員・株主・債権者　の視点で各立場を意識する
43 株式会社にとって重要なのは、目先のものとしては企業価値の向上、究極的には実質的所有者たる株主の利益である！ただし、債権者は株主に優先する地位にあることにも注意１
44 困ったときは条文が命！あきらめずに関連しそうな条文を引きまくる！
　民事系　民法
45 事案を正確に図にして整理する　法律行為を中心にメモ
46 まず、原告の立場からいかなる請求をしたいか、そのためにどのように法律構成をなしうるか、訴訟物＝請求の根拠について条文を逐一ひきながら考える
47 請求の根拠としては、以下が典型　所有権に基づく物権的請求権・各種典型契約に基づく請求権・取消し無効による原状回復請求権（121の2）・債務不履行に基づく損害賠償請求権（415）・解除に基づく原状回復請求権（545・1）・不当利得返還請求権（703）・不法行為に基づく損害賠償請求権（709）などある程度限定
48 上記権利の要件を条文で確認した上、該当する具体的事実を摘示する
49 被告の反論も、被告の立場にたってどのような主張がしたいか、（その主張が法的にどのような意味をもちうるか　否認or抗弁or主張自体失当）
50 原告の請求権の発生を障害・権利を消滅・権利の行使を阻止して、請求の効果を覆滅するものが抗弁として法的にも有効な反論となりうる
51 請求権に応じて条文を確認しながら抗弁を構成し、要件を列挙した上、該当する具体的事実を摘示する
52 問題文に金額が出てきたら、請求額を明示し、反射的に416を使って損害額を認定することを忘れないように意識する
民事系　民訴
53 問題文から民訴手続きのどの段階の場面か（教科書の目次を意識）を考える
54 条文を踏まえた上で定義・制度趣旨・要件・効果を把握
55 特に法律用語の使い方に注意、定義を正確に説明しながら、できるだけ法律用語を使っていくことで民訴の理解が示せる
56 たとえば主要事実・間接事実・補助事実・自白の撤回禁止効などの用語を的確に使うことで理解を示せる
57 問題自体がいかに複雑であったとしても民事訴訟という制度の問題である以上、制度趣旨から丁寧に論じていけば適切な結論が導けるはず（その際に具体的事案の特殊性を考慮できたら大きく加点）
58 他の教科に比べて、普段の勉強よりも現場での対応が求められる
59 設問の限定に従い、誘導にのり、ヒントを大活用して、自分の民事訴訟法の理解に結びつけてる
60 手続きの問題であるため、絶対的な正解が存在している可能性あり、それだけは外さないよう注意！
61 民事訴訟手続きにおいてもっとも重要なのは、常に不利益を追う側の手続きが保障（主張の機会や反対尋問権などなど）されているかどうか
　刑事系　刑法
62 まず時系列にそって事実を整理し、犯罪に当たりうる実行行為をピックアップ
63 その際、登場人物の年齢・性格・職業などの要素は、別途まとめておく
64 事実を整理するときには主観面と客観面をわけることも必要
65 主犯からかいていく
66 各実行行為につき適用法条の構成要件にひとつずつ丁寧に当てはめていく

67 文言のままでなければ、“事実→「構成要件」に該当”と認定するのではなく、適宜評価をはさんで理由を付記する
68 論点については条文の文言を「　　」書きで指摘しつつ、問題提起→規範定立→当てはめ、をする
69 具体的事実は羅列するのではなく、その意味を吟味して意味付け（評価）をしたうえで規範に当てはめ
70 共謀の認定・殺意の認定・共同正犯と共犯の区別などは事実認定の理解を使ってある程度分量を割く
71 共犯が出てきたら、原則共同正犯、幇助や教唆は実務的にも例外的で共同正犯を問えない場合
72 罪数処理も忘れない
刑事系　刑訴
73 まずは事案を整理  特に当てはめで使えそうな事項はチェック
74 例えば、罪名・事案の性質・嫌疑の程度・緊急性・相当性・被疑者の態度・証拠の性質・価値などは規範に応じて当てはめで使う可能性大！問題文を読む段階で要チェック！ 
75 特に、捜査の適法性を論じる上で、罪名や事案の性質、嫌疑の程度は大前提であり、極めて重要な要素
76 条文は必ず憲法（刑訴は下位規範）からひく
77 憲法に絡む事項であれば、令状主義や適正手続きなどの趣旨にさかのぼって論じていく
78 関連条文からの解釈論ができていないとの指摘あり（刑訴は条文をおろそかにしがちだが条文は大事）
79 捜査の問題は趣旨から基本的事項を丁寧に論じたうえで、できるだけ多くの事実をひろい妥当な結論を導いていく（何でもかんでも違法にしないでいい）
80 捜索と差し押さえはあくまでも別の強制処分、実務上令状が１つなだけ、適法性は別で論じる

81 令状主義：その行為がその令状で許容されるかは、結局、裁判官がその令状を発布する審査において、検討された上で発布されたかどうかという問題　裁判官が予期せず、検討していないなら、その令状では許容されない
82 伝聞法則：その立証趣旨を証明するための証拠として用いる場合に、知覚記憶叙述という誤りが混入する過程があるのか、究極的には反対尋問による真実性担保の必要性があるかどうかが問題
83 公判の問題は実務的な難問がでるが、あせらず基本的部分から正確に論述していくことで点数を稼ぐ
84 他の教科以上に、判例法理を意識すべき
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